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平成 29年度 第１回 愛知地方労働審議会議事録 

 

日時：平成 29年 11月 14日（火）9：30～11:30 

場所：アイリス愛知 コスモスの間 

     

発言者 発 言 内 容 

事務局      

草野企画課長補佐 

 皆さん、おはようございます。 

 定刻となりましたので、ただいまから平成２９年度第１回愛知地方労働審議

会を開催いたします。 

 本日はお忙しい中、ご出席いただきまして、まことにありがとうございます。

私は、当審議会の事務局を担当しております愛知労働局雇用環境・均等部企画

課の草野と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日は、１１月５日に各委員の改選が行われておりますので、会長が不在と

なっております。したがいまして、会長選出までの間につきましては事務局の

方で進行させていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 なお、本日の審議会の終了予定時刻ですが、１１時半を予定しております。

午後からはスケジュールがある委員の方々もおみえになりますので、できる限

りこの時間で進行していきたいと考えておりますので、皆様のご協力をよろし

くお願いしたいと思います。 

 まず初めに、本日の出席状況でございますが、資料の中に委員名簿を添付し

ております。この名簿につきましては、公労使全委員の名簿を記載しておりま

す。お手元にお配りをしております座席表と一緒に、ご確認をお願いしたいと

思います。 

 なお、本日ですが、労働者代表の安藤委員（新任）でございますが、業務の

都合によりやむを得ずご欠席となっております。各代表委員２名以上のご出席

をいただいておりますので、地方労働審議会令第８条第１項の規定に基づき、

本審議会は有効に成立していることをここにご報告いたします。 

 なお、今回は改選が行われておりますので、各委員のご紹介につきましては

後ほど時間をとって行わせていただきたいと思います。よろしくお願いいたし

ます。 

 それでは、封筒の中の、資料の確認をお願いしたいと思います。 

 本日の次第、それから座席表、委員の名簿、その他本日の配付資料一覧を明

記した資料が一式入ってございます。もし、漏れがございましたら、事務局の

方からお配りさせていただきますが、よろしいでしょうか。もし不足している

方がおみえになりましたら、お手数ですが挙手をお願いします。よろしいでし

ょうか。ありがとうございます。 

 それでは、続きまして、議事録、発言者の公開についてでございます。 
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本審議会の内容につきましては、議事録を作成して、愛知労働局ホームペー

ジ上に公開をさせていただきます。その中でご発言者のお名前も公開をさせて

いただきますので、あらかじめご了承いただきたいと思います。 

 なお、ご発言につきましては、事務局が席の方までマイクをお持ちいたしま

すので、お手数ですがマイクを通してご発言いただくようによろしくお願いい

たします。 

 次に、審議会の公開、傍聴人でございます。 

 当審議会の開催につきまして、事前に公示を行ったところ、本日の傍聴人に

つきましては、申し出はございませんでしたので、ここにご報告させていただ

きます。 

 それでは、次第に沿いまして、審議会開催に当たり、愛知労働局長木暮より

ご挨拶を申し上げます。 

 木暮局長、よろしくお願いいたします。 

木暮 

愛知労働局長 

おはようございます。愛知労働局長の木暮でございます。 

 本日は、今年度の第１回の審議会ということでございまして、上半期におき

ます労働行政運営の進捗状況についてご説明をして、ご意見を賜りたいと考え

ております。 

 労働行政、ご承知のとおり働き方改革ということで、さまざまな動きがござ

いますけれども、働き方改革の幅広い中でも、労働時間の問題もあれば、非正

規労働者の問題もあればという、非常に幅の広い分野でございますので、ここ

にお集まりの皆様方のご意見をお聞きしながら、私どもも行政を運営してまい

りたいと思っているところでございます。 

 愛知の場合には、ものづくり、製造業出荷額が日本一ということでございま

して、その中で、私どもは労働行政の中で、人材不足対策でございますとか、

あるいは安全衛生対策ということで意を注いでいるわけでございますけれど

も、さまざまな、愛知県でありますとか、労使の団体の皆様方と連携を密にし

て、これからも業務を進めてまいりますので、ぜひ今後ともご協力をお願い申

し上げます。 

 簡単ではございますけれども、審議会の冒頭に当たりましての挨拶とさせて

いただきます。よろしくお願いいたします。 

事務局 草野      ありがとうございました。 

 続きまして、改選が行われておりますので、顔合わせを含めて公労使の順番

で、お手元に名簿をお配りしておりますが、５０音順になっております。この

名簿に基づきましてご紹介をさせていただきますので、お名前を申し上げまし

たら、恐縮ですがお立ちいただいて、一言お願いしたいと思います。 

 それでは、まず、公益代表の皆様でございます。  

         今原 孝 委員でございます。 
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今原委員 今原でございます。よろしくお願いします。 

事務局 草野 小野 万里子 委員でございます。 

小野委員 よろしくお願いします。小野です。 

事務局 草野 熊田 登与子 委員でございます。 

熊田委員 熊田でございます。よろしくお願いいたします。 

事務局 草野 柴田 英治 委員でございます。 

柴田委員  柴田です。よろしくお願いいたします。 

事務局 草野 山本 陽子 委員でございます。 

山本（陽）委員 山本です。よろしくお願いします。 

事務局 草野 横山 悦生 委員でございます。 

横山委員  横山でございます。よろしくお願いします。 

事務局 草野 続きまして、労働者代表の皆様でございます。 

安藤 知子 委員でございますが、本日は所用によりご欠席となっておりま

す。 

 近藤 之 委員でございます。 

近藤委員  近藤です。よろしくお願いいたします。 

事務局 草野 清水 貞雄 委員でございます。 

清水委員 どうぞよろしくお願いいたします。 

事務局 草野  辻 麻希 委員でございます。 

辻委員 辻でございます。よろしくお願いいたします。  

事務局 草野 鶴岡 光行 委員でございます。 

鶴岡委員 鶴岡でございます。よろしくお願いいたします。 

事務局 草野 三島 和弘 委員でございます。 

三島委員  三島です。どうぞよろしくお願いします。 

事務局 草野 続きまして、使用者代表の皆様でございます。 

 石川 泰三 委員でございます。 

石川委員 石川です。どうぞよろしくお願いします。  

事務局 草野  大参 敦子 委員でございます。 

大参委員  大参でございます。よろしくお願いいたします。 

事務局 草野  柿原 順一郎 委員でございます。 

柿原委員 柿原でございます。どうぞよろしくお願いします。 

事務局 草野 下方 敬子 委員でございます。 

下方委員  下方です。どうぞよろしくお願いいたします。 

事務局 草野 松本 範幸 委員でございます。 

松本委員 松本でございます。よろしくお願いいたします。 

事務局 草野 山本 衛 委員でございます。 

山本（衛）委員 山本でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 
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事務局 草野  以上１８名の委員の皆様により、向こう２年間の愛知地方労働審議会におけ

る各種議題についてご審議いただくことになりました。どうぞよろしくお願い

申し上げます。 

 なお、皆様への辞令の交付についてでございますが、本来であれば労働局長

よりお一人お一人に直接お渡しするべきところではございますが、時間の都合

もございますので、まことに恐れ入りますが、略式で机上配付という形で、本

日、封筒の中に委嘱状を入れさせていただきました。ご確認のほどよろしくお

願いをしたいと思います。 

 それでは、ただ今から議事の進行に移りたいと思います。よろしくお願いい

たします。 

 まず、議題１、会長の選出でございます。 

 地方労働審議会令第５条第１項の規定により、会長は公益代表の委員のうち

から選挙をすることと規定されております。公益代表の方から、どなたか推薦

はいただけないでしょうか。 

横山委員  はい 

事務局草野  横山委員、どうぞ。 

横山委員  熊田委員にお願いしてはいかがかと思います。 

事務局 草野 ありがとうございます。 

ただいま横山委員より、熊田委員に会長をということでご推薦がございまし

たが、熊田委員に会長にご就任いただくことについてご異議はございませんで

しょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

事務局 草野 ありがとうございます。 

異議なしというご意見をいただきましたので、熊田委員に会長にご就任いた

だくことにし、以後の議事進行につきましては熊田会長にお願いしたいと存じ

ます。 

 それでは、熊田会長、よろしくお願いいたします。 

熊田会長  ただいま会長にご選出いただきました熊田と申します。ここからは私のほう

から議事を進めさせていただきます。今日は時間が１１時半までということで

限られておりますが、せっかくの審議会ですので、皆様、活発なご審議をいた

だきたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 まず、会長代理及び部会委員の指名でございます。地方労働審議会令第５条

第３項の規定に基づきまして、私のほうから会長代理を指名するということに

なっておりますので、前期に引き続きまして、横山委員さん、お願いできます

でしょうか。よろしくお願いいたします。よろしいでしょうか、皆様。 

（「異議なし」の声あり） 

熊田会長  それでは、横山委員のほうからも一言お願いいたします。 
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横山委員  よろしくお願いいたします。 

 私、公共職業訓練に関心を持っておりまして、そういう観点からいろいろ、

また発言させていただきたいと思っております。よろしくお願いします。 

熊田会長  ありがとうございました。 

 では、続きまして、署名委員の任命でございます。 

 本審議会の議事録作成につきましては、愛知地方労働審議会運営規程第６条

第１項によりまして、会長及び会長が指名した２名の委員が議事録に署名する

ことになっております。つきましては、本日の議事録署名人に労働者代表とし

て辻委員さんにお願いいたします。それから、使用者代表として石川委員さん

にお願いいたします。それではお二方についてはよろしくお願いいたします。 

 では、続きまして、各種部会の設置と委員の任命でございます。 

 愛知地方労働審議会運営規程第９条によりまして、本審議会に労働災害防止

部会、家内労働部会、港湾労働部会、この３つを設置することになっておりま

す。各部会に所属する委員さんにつきましては、地方労働審議会令第６条によ

りまして、会長が指名させていただくことになっております。各部会に属すべ

き委員さんにつきましては、今事務局の方からお配りさせていただいておりま

す委員名簿（案）がございますが、このとおり指名させていただきたく思いま

すが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

熊田会長 よろしいということですので、（案）を消していただきまして、各部会、よ

ろしくお願い申し上げます。３つの部会がございまして、今年度は家内労働部

会も３回ぐらいあるようでございますが、よろしくお願いいたします。 

 では、議事次第に従いまして、議題の２、上半期における労働行政運営の進

捗状況についてでございます。 

 平成２９年度愛知労働局における最重点課題等に係る取組状況ということ

で、各部長さんの方からご説明いただけますでしょうか。 

四方      

雇用環境・均等部長 

 それでは、まず私の方からご説明をさせていただきます。改めまして、愛知

労働局雇用環境・均等部長の四方でございます。どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

 お手元に平成２９年度愛知労働局における最重点課題等に係る取組状況と

いう資料がございますので、これに基づきましてご説明をさせていただきたい

と思います。失礼させていただきまして、着座をさせていただきます。 

 １ページ、お開きをいただきますと、目次がございます。 

 目次１ページにございますように、本年度の愛知労働局の最重点課題、５点

ございます。ここにございます働き方改革、非正規対策、障害者雇用対策、過

重労働対策、労働災害防止対策に関する課題でございます。この課題について

の基本方針と目標につきましては、４ページから８ページに記載されていると
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おりでございます。そして、９ページ以降、愛知労働局の各種対策を記載して

ございます。雇用環境均等部に係る部分は、１０ページから１７ページでござ

います。時間の関係もございますので、ポイントを絞ってご説明させていただ

きたいと思います。 

 まず、１０ページでございますが、働き方改革の実現についてでございます。 

 左の部分、黄色いところにありますように、働き方改革の実現に向けては、

働き方改革に関し、労使に広く発信すること、それから、個別の事業場への啓

発、助成金の活用による機運の醸成や事業場への支援を行っているところでご

ざいます。 

 上半期に実施した内容が右半分に紹介してございます。 

 まず、働き方改革に向けた機運の醸成につきましては、企業トップに対し、

労働局長をはじめ局幹部が訪問し、働き方改革への取組を働きかけているとこ

ろでございます。また、写真でもご紹介しておりますように、労使団体に対し

ても、７月には連合さん、経営者協会さん、その他の団体に対し要請を行った

ところでございます。 

 訪問企業数につきましては、これは局長が訪問した件数のみを記載しておる

ところでございますが、監督署長、あるいは安定所長も企業や地域の団体、自

治体を訪問した折には、同じように働き方改革について要請をしておるところ

でございます。 

 上から６つ目の丸をごらんください。 

 上半期、大きなトピックスが、金融機関との働き方改革に関する包括連携協

定の締結でございます。働き方改革を広く進めていくためには、融資等を通じ

て中小企業、小規模零細事業者等、日ごろから密接につながりのある金融機関

と連携し取り組むことが大変効果的であることから、今回、愛知労働局では、

県内で初めて名古屋銀行と包括連携協定を締結いたしました。また、ここにも

ございますように、１０月２７日には顧客を対象に愛知県内の雇用情勢、ハロ

ーワークにおける求人者サービス、人材確保・育成に関する各種助成金制度等

を内容としたキックオフセミナーを開催したところでございます。今後も地域

の金融機関との連携をさらに広げていく予定としております。 

 働き方改革に取り組もうとする事業場に対する個別の支援としましては、労

働局のホームページにおいて先進的取り組み事例を紹介、あるいは労働局に配

置している働き方・休み方コンサルタントによります啓発の実施、セミナー等

による啓発指導等を行っているところでございます。 

 続きまして、１１ページでございますが、この働き方改革に関しましての下

半期に向けた主な取り組みとしては、この緑色の枠括弧にございます。６点ご

ざいます。 

 まず、働き方改革を進めていくためには、特に中小企業や小規模零細事業者
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への対応が重要でございます。また、私ども行政のみならず、労使が一体とな

って取組を進めていくということが大変重要でございます。そのため、政労使

が一緒に中小企業を訪問し、働き方改革への取組の好事例や、チェーンサプラ

イ等、働き方改革を進めるに当たっての諸課題を把握し、共通認識を持つとと

もに、何らかの形で発信していくということとしております。 

 また、中小企業、あるいは小規模零細事業者に対しては、金融機関等を通じ

ても助成金等の支援策を周知していくということとしております。 

 そして、３点目にございますように、働き方改革に対し、一般県民への意識

の醸成を図るため、来年１月２２日に働き方改革推進大会を開催することとし

ております。また、それ以外につきましても、下３つの三角がございます。上

半期に引き続き、企業トップへの訪問等、広く啓発を行っていくこととしてお

ります。 

 続きまして、１２ページをお開きください。 

 ２点目が女性の活躍推進でございます。女性活躍推進法の履行確保、えるぼ

し認定企業の取得促進、両立支援等助成金の活用促進により、女性活躍に取り

組む企業への支援を行うこととしております。 

 上半期の状況につきましては、ごらんのとおりでございます。えるぼし認定

企業は現在１９社となっております。 

 下半期に向けましては、女性活躍推進法の履行確保を図るほか、えるぼし認

定制度につきましては求人票にマークを表示できるほか、国の公共調達で加点

される等のメリットがあることも積極的に周知、広報をし、えるぼし認定の取

得促進を図ることとしております。また、女性の活躍推進が浸透するためには、

３００人以下の努力義務企業に対しても、女性の活躍推進に向けての取組を促

していくということが必要であることから、企業を訪問する際等、あらゆる機

会を通じ促していくこととしております。 

 続きまして、１３ページから１５ページでございますが、これは男女雇用機

会均等法や育児・介護休業法、次世代育成支援対策推進法、あるいはパートタ

イム労働法の施行状況について記載をしているところでございます。 

 １４ページをお開きいただけますでしょうか。 

 仕事と家庭の両立支援対策ですけれども、今年の１月と１０月に育児・介護

休業法が改正をされております。１０月の改正につきましては、本日お手元に

雇用環境・均等部関係の資料がございます。そちらにリーフレットをつけてご

ざいます。 

 今回の法改正につきましては、待機児童の問題から保育園等に入園できない

場合等に、育児休業を２歳まで延長できるものとしたものです。しかし、それ

だけではなく、改正内容にもありますとおり、男性の育児休業取得を促進する

ことを目的とする内容でもございます。その部分もあわせてしっかり周知をし
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てまいります。 

 また、次世代法に基づく認定でありますくるみん認定につきましては、現在

１０９件となっておりますが、引き続き、取得のメリットも含め、積極的に周

知、広報を行ってまいります。 

 続きまして、１５ページをお開きください。 

 右下でございますが、愛知県正社員転換・待遇改善実現プランというのがご

ざいます。後ほど職業安定部のほうから詳細のご説明があるかと思いますが、

非正規雇用労働者の正社員転換であるとか、待遇改善のための施策をまとめた

ものでございます。それに基づき、事業所等を訪問した際に働きかけを行って

いるということでございます。 

 続きまして、１６ページをお開きいただけますでしょうか。 

 労使による勤務環境整備への支援対策でございます。無期転換ルールの積極

的な周知と総合的ハラスメント対策の一体的実施でございます。平成２５年に

改正労働契約法が施行され、来年３０年４月から無期転換の申込権が発生をい

たします。特に無期転換を逃れるための雇止め等のトラブルが発生するという

ことが非常に懸念されることから、その防止のため、年度当初に啓発計画を策

定し、それに基づき、きめ細かく周知を実施しているところでございます。 

 あわせて、有期雇用特別措置法に基づく認定申請というのがかなり増加をし

ております。４月に向けて、今後駆け込み申請が増加すると見込まれることか

ら、現在早目の届け出を局ホームページで勧奨するとともに、審査体制につき

ましても現在強化をして、頑張って審査をしているというところでございま

す。 

 続きまして、２点目が総合的なハラスメント対策でございます。 

 妊娠、出産、育児休業等を理由とする嫌がらせにつきましては、今年１月の

法改正により、事業主の防止措置が義務とされました。これにつきましては、

相談、あるいは紛争も増えているところでございます。 

 また、総合労働相談のうち、いわゆる個別労働相談のトップは５年連続でい

じめ、嫌がらせとなっております。局長の助言、指導や、あるいはあっせんに

つきましても同様の傾向となっております。 

 ハラスメントについては予防が最も重要であることから、その対策を周知、

啓発するとともに、相談には適切に対応するということとしております。また、

セクハラ、あるいはマタハラにつきましては、男女雇用機会均等法、育児・介

護休業法で事業主の防止措置が義務化されておりますので、事業主に対し措置

状況を確認し、講じていない場合は助言、指導を行うこととしております。ま

た、パワハラにつきましては、事業主への訪問の際、あわせて周知を図り、防

止対策についての啓発を行っているというところでございます。 

 以上、駆け足で取り組み状況につきましてご説明をいたしました。どうかよ
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ろしくお願いをいたします。以上でございます。 

小城 

労働基準部長 

引き続きまして、労働基準部の関係につきましてご説明を申し上げます。私

も座って失礼させていただきます。 

 １８ページからでございます。 

 労働基準部で重点として取り組んでございますのは、特に過重労働の防止を

最重点とさせていただいているところでございます。 

 愛知労働局におきましては、年間約８９,０００件ほどの３６協定が提出され

てございますけれども、その約１割の中で大体月８０時間超えの時間外労働が

できるということが届けられてございます。そういった事業場を対象にいたし

まして、自主点検を実施した上で、長時間労働が疑われる事業場につきまして

は全数の監督指導を実施しているという状況になってございます。特に本年度

は３６協定そのものが締結されていないと思われる事業場、愛知県では大体４

分の３ぐらいあるのではないかと見込まれてございまして、そういったところ

の適正化指導というものについても、各団体を通じた要請も含めまして、取り

組んでいるところでございます。 

 現在、適正化指導で取り組みを進めている中で、監督指導をした結果がお手

元の右側の中段のところにグラフで示してございます。１月から９月までとっ

てございますけれども、約４,６００件ほど監督指導いたしまして、そのうちの

約２７％におきまして労働時間の違反があったというものでございます。この

割合は例年大体２９から３０％ぐらいの労働時間の違反の割合がありますの

で、おおむね平均的なところかと思われます。 

 そのうち、特に悪質なもの５件につきましては送検処分をいたしてございま

す。送検処分の事例はグラフの下に書いてございますが、これは本社管轄等含

めまして４労働局合同で捜査をして４月に送検をしたというもので、大きく報

道された事案でございます。 

 もう一つは、企業名公表ということを本年度、特に力を入れてございまして、

月８０時間超えの時間外労働を行わせた事業場が複数ある場合につきまして

は、労働局長が是正指導し、企業名を公表するという制度を運用してございま

す。当局におきましては９月に当該事案がありましたので、企業名を公表させ

ていただいてございまして、全国で２例目というような状況になってございま

す。 

 また、特に下半期に向けた取り組みのところにも書いてございますけれど

も、建設業や運輸業など、取引環境に影響されて長時間労働せざるを得ないと

いう状況が見られるところでございます。そういった状況を踏まえまして、一

番下のところに記載してございますが、愛知県知事と労働局長の連名によりま

して、労使団体に対しまして納期設定等、取引条件の改善について要請をする

などの取り組みをさせていただいているところでございます。 
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 次に、１９ページでございます。 

 長時間労働、過重労働とリンクいたしまして、特に職場における労働者のメ

ンタルヘルスというものも大きな課題となっているところでございます。とり

わけ平成２７年１２月から義務化されましたストレスチェック制度の確実な

実施というところを、今取り組みを進めているところでございますが、右側の

中段ぐらいのところにストレスチェックの実施結果報告の状況を載せてござ

います。全国的には労働者数５０人以上の事業場におきましては実施結果の報

告を義務付けてございますが、８２.９％の提出率でございます。愛知県におき

ましては８９.５％の提出率というような状況でございまして、全国的には８番

目に高い数字となっているところでございます。また、ストレスチェックの報

告がない事業場もかなり見られますので、こういったところについては文書指

導並びに集団指導等を実施しているという状況でございます。 

 次に、２０ページでございます。 

 労働者の安全確保対策でございますが、まず右側に表を付けてございます。

９月末現在の災害発生状況をお示ししてございます。 

 直近で、１０月末現在で申し上げますと、２９年の死傷災害は４,８９３件と

なってございまして、前年同期２５２件の増となってございます。死亡災害に

つきましては、１１月６日現在で３３名の死亡となっており、昨年に比べまし

て５名の増という状況でございまして、災害の増加傾向に歯止めがかからない

状況となっているところでございます。 

 要因については、いろいろとまだ明確なエビデンスがあるわけではないので

すが、特に業況の活発化などがありまして、そういった中で、特に安全確認で

すとか、基本的な安全動作、そういったものをおろそかにして災害に至ってい

るというような状況が多く見られるということがございますので、右側の主な

取り組みの一番上のところに書いてございますが、５月に、本年に発生した死

亡災害の要因を踏まえまして、特に安全確認、それから基本的な安全動作の徹

底ということについて緊急要請をさせていただいたりしているところでござ

います。１２月、特に年末の安全推進運動ということで今周知をしていますが、

年末が特に、慌ただしさの中で災害が多く発生するということもございますの

で、そういったような働きかけを引き続き取り組んでいこうかと思ってござい

ます。 

 あわせて、下半期に向けた取り組みの一番下に書いているところでございま

すけれども、特に第３次産業、お手元の表を見ていただいてもわかりますが、

飲食店、小売といったところで災害の増加が見られているところでございま

す。そういったところの多店舗展開をする企業におきましては、本社を直接指

導しなければ効果がないというところから、本年は局長を始めといたしまし

て、多店舗展開企業７社に特別に指導をいたしているという状況でございま
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す。 

 次に、２１ページでございます。 

 健康確保対策でございますが、１つは化学物質の健康障害対策でございま

す。特に本年は７月に飲食店を始めとしてＣＯ中毒が多発いたしました。そう

いったような飲食店等、あまり健康障害防止対策に知見を有しない、もしくは、

場合によっては労働者が十分な知識を有しないというようなところで災害が

多発しておりましたので、緊急要請をして、その災害の防止について啓発をし

たところでございます。 

 また、治療と職業生活の両立支援については、これは政府の重点課題として

取り組んでいるものでございますが、７月２４日に県内の関係機関の参画を得

まして、その取り組みを推進するチームを設置しております。現在、県内に本

社を置きます１,９００企業に対しまして、両立支援の実態調査をまず実施する

というところから始めてございます。具体的な両立支援の取り組みはどうなっ

ているかというのは、まだ明確に我々も全体像を把握出来ていない状況がござ

いますので、実態調査をさせていただいた上で、具体的な対策をさらに進めて

いこうかと今取り組んでいるところでございます。 

 次に、２２ページでございますが、労働状況の確保改善対策でございます。 

 グラフには自動車運転者と技能実習生の状況を参考までに取り上げてござ

いますが、これについては全産業、全労働者を対象とした取り組みということ

で、共通の取り組みとなってございます。特に問題のある事案があれば、例え

ば自動車運転者であれば運輸局と情報を交換しまして、合同監督指導等を行う

というような対応をさせていただいているところでございます。 

 お手元に送検事例とございますけれども、特に本年特徴的なのは、居酒屋で

中学生を違法に就業させたというようなことで送検した事例なども取り上げ

ているところでございます。引き続き最低の法定労働条件の履行確保には万全

を尽くしてまいりたいと思っておるところでございます。 

 ２３ページでございますが、最低賃金の運営でございます。 

 本年８月並びに１０月にかけまして、地域別最低賃金、業種別最低賃金の改

正につきましてご審議をいただき、その決定を見ておるところでございます。

既に地域別最低賃金については１０月１日から８７１円に改正をされてござ

います。特定最低賃金、業種別につきましては１２月１６日に改正が発効する

方向でございますが、特に地域別最低賃金につきましては、２６円引き上げま

したことによりまして、県内の中小企業で働く労働者の約１割がこの８７１円

以下の賃金水準であったことがございまして、その影響は高いということか

ら、その周知については特に力を入れさせていただいてございまして、従来よ

りも２倍に上る団体を通じまして、周知活動を今取り組んでいるという状況で

ございます。 
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 ２４ページは、労災補償制度の適切な運営でございます。 

 例年、愛知県におきましては、仕事中にけがをしたりすることによりまして、

労災補償の請求をされる方が新規で３６,０００人ほどいらっしゃいます。引き

続き迅速、適切に給付ができるように取り組んでいくことといたしてございま

す。 

 上半期の実績のところの上段に表を掲げてございますのは、迅速に決定しな

ければならないですけれども、少なくとも６カ月を超えるようなことにならな

いようにと目標を立てて取り組んでおりますが、ちょうど中段のところの※印

にコメントがございます。石綿ですとかシックハウス症候群といったように、

業務との因果関係がどうしても専門的な判断を要して時間を要するというも

のがございます。そういったものがお手元の表にありますとおり９月時点で１

２件ございます。それ以外につきましては、迅速に支給決定をしているという

ような状況でございます。 

 私からは以上でございます。 

平川 

職業安定部長 

 職業安定部長の平川と申します。私も着座でご説明をさせていただきたいと

思います。 

 資料は、引き続きまして２６ページをごらんいただければと思います。 

 非正規雇用の関係でございます。非正規雇用対策につきましては、正社員を

希望されている方は正社員になるべくなれるように、それから非正規の働き方

を希望されている方は待遇が改善されるようにということで取り組んでいる

ところでございます。 

 非正規対策につきましては、先ほど雇用環境・均等部長からもございました

けれども、昨年の３月に愛知県正社員転換・待遇改善実現プランということで、

５カ年計画でございますけれども、策定をしておりまして、これに基づいて対

策を進めているところでございます。 

 ２６ページでございますが、まず対策といたしましては、ハローワークにお

きまして正社員求人の確保、それから就職希望者の方に対するきめ細やかな就

職支援に取り組んでおります。それから、キャリアアップ助成金などを活用い

たしまして、正社員転換や待遇改善を推進しております。また、経済団体です

とか事業所のほうへも訪問要請をさせていただいておりますし、大学生につき

ましては、大学のほうに要請に伺っております。安易にフリーターへの道を選

ばないようにということで、大学に要請に行ったりですとか、あるいはハロー

ワークの職員が大学に出向いての正社員就職支援などを行っているところで

ございます。 

 それから、同一労働同一賃金の実現に向けましては、非正規雇用労働者待遇

改善支援センターということで、これは民間に委託をしてございますけれど

も、こちらを活用した待遇改善を推進しているというところでございます。 
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 プランは、目標値がございますけれども、右下の方に表がございます。こち

らの目標値は５年間の目標値ということでございまして、現在までの進捗状況

で申しますと、この項目の中で正社員就職件数というのが求職者数の減少など

もありまして若干遅れ気味でありますけれども、その他の項目は大体目標を上

回っている進捗になってございます。非正規の関係につきましては、下半期も

正社員限定面接会ですとか、大学生を対象としたセミナーなどに取り組んでい

くこととしてございます。 

 続きまして、２７ページでございます。 

 人手不足分野の対策でございます。福祉分野、運輸、警備、建設など、人手

不足分野に特化した対策といたしましては、今年の４月からですけれども、人

材確保対策コーナーをハローワーク名古屋中所に開設しております。こちらで

はパネル展示などを行いまして、求職者に興味を持っていただけるような工夫

をしております。 

 それから、面接会や見学会なども開催しております。業界団体や自治体と連

携したイベントなども開催してございまして、１０月にはトラック協会さんと

中部運輸局と共催で女性限定トラック乗車体験会、こちらは、女性ドライバー

の方との座談会なども行いました。それから、１２月に開催いたしますけれど

も、バス協会と連携いたしまして、バス職場体験会、こちらは、マニュアルの

免許があれば運転もできるといったようなものですけれども、そういった体験

会も開催する予定でございます。それから、この土曜日でございましたが、１

１月１１日が介護の日になっておりまして、愛知県や名古屋市などでイベント

が行われましたけれども、そちらの方にも参加をさせていただいたりというこ

とで連携をさせていただいております。 

 この人手不足分野につきましては、引き続き、業界団体、それから自治体と

連携して人材確保に取り組んでいくこととしております。 

 それから、２８ページでございますけれども、地方自治体と一体となった雇

用対策の推進ということで、まず愛知県との連携でございます。昨年の８月に

雇用対策協定を締結いたしました。これに基づきまして、各分野で連携して施

策を実施しておるところでございます。 

 例えば、若年者の関係で申しますと、中日ビルにヤング・ジョブ・あいちが

ございまして、そこで、県の窓口では職業選択に関する悩み相談ですとか、臨

床心理士によるカウンセリングなどを実施しております。そこで、ハローワー

クの窓口もございまして、そちらでは職業相談、職業紹介を行っております。 

 それから、例えば障害者の関係で申しますと、面接会を共催したり、経済団

体や事業主に対する共同要請なども行っております。高齢者の関係でもセミナ

ーを共催で開催をしたりしております。 

 職業訓練の関係での県との連携でございますけれども、例えば県の職業訓練
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校の説明会をハローワークで開催したりですとか、あるいは訓練受講中の方の

就職支援をハローワークと訓練校が連携して行ったり、あるいは県全体の訓練

計画を共同で作成したりといった形で連携を図っております。 

 以上が愛知県との連携でございましたけれども、県内の各市、各自治体との

連携といたしましては、主に一体的実施施設の運営、それから生活保護受給者

の就職支援を行っております。 

 一体的実施施設につきましては、７つの市と協定を結んでおりまして、２３

カ所設置をしております。大半が生活保護受給者の就職支援を行う施設でござ

いますけれども、市役所ですとか、区役所の福祉関係の窓口の近くにハローワ

ークの窓口を設置いたしまして、働ける生活保護受給者の方を、そのハローワ

ークの窓口の方へ送り込んでいただいて、就職支援を行うといったような取り

組みをしております。 

 また、一体的実施施設が設置されてない自治体につきましては、ハローワー

クの方から巡回相談に行くといったような対応をとっております。下期もより

一層連携を強化し、取り組んでまいりたいと考えております。 

 それから、２９ページでございます。 

 こちらは女性の活躍促進ということで、女性の就労支援につきましては、ハ

ローワーク名古屋中所にマザーズハローワークがございます。それから、県内

５カ所のハローワークにも、別途マザーズコーナーが設置されておりまして、

主にマンツーマンでの個別支援を行っております。また、女性の関係で、特に

ひとり親家庭の支援ですけれども、児童扶養手当を受給される方が８月に、自

治体に現況届を出しに来られますが、その時に自治体庁舎内で出張相談を行う

といった取り組みを行っております。 

 下半期におきましても、引き続きマザーズハローワークにおける支援、それ

からセミナー、就職フェアの開催等々に取り組んでいきたいと考えてございま

す。 

 それから、３０ページが若者の関係でございまして、まず、若者雇用促進法

の推進ということで、こちらは、若者の適職選択を推進する観点からの法律で

すけれども、こちらの法律の円滑な施行、それから、ユースエール認定制度の

推進に取り組んでいるところでございます。 

 大学生につきましては、中日ビルに愛知新卒応援ハローワークがございまし

て、そちらの方で就職活動の進め方からエントリーシートの添削指導、面接指

導まで個別支援を行ってございます。 

 高校生の就職でございますけれども、右の方にグラフもございますけれど

も、今年も非常に就職環境がよい状況ではございますけれども、やはり、それ

でもなかなか就職できない生徒さんがいらっしゃいますので、対策を行ってお

ります。未内定高校生を対象とした面接会を１０月、１１月に開催をしており
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ます。 

また、ハローワークに学卒ジョブサポーターという者がおりまして、専門で

学生の方を支援する職員ですけれども、そちらが学校と連携をして支援を行っ

ておりまして、特に高校生につきましては、最終的に就職希望者については、

全員就職を目指すということで取り組んでいくこととしております。 

 それから、次が３１ページで、障害者の関係と高齢者の関係になっておりま

す。障害者の関係でございますけれども、愛知県におきましては、障害者雇用

率、それから障害者雇用率の達成企業割合のどちらとも、昨年の６月１日時点

ですと過去最高を更新しておりますけれども、全国の中で見るとかなり低い状

況にございます。昨年の６月１日時点の雇用率が１.８５％、達成割合が４７.

２％でありましたけれども、全国の中で見ますと、雇用率は全国で４６位、達

成企業割合は４４位という状況になってございます。法定雇用率につきまして

は、来年４月から、現在２.０％ですけれども、これが２.２％に引き上げられ

ますので、強力に取り組んでいくことが必要だと考えてございます。特に来年

４月から精神障害者の方の雇用義務が始まりますので、精神障害者の雇用促進

に取り組んでいくことが極めて重要であると考えてございます。 

 この障害者の雇用の促進についてでございますけれども、２本柱で取り組ん

でおりまして、１つは事業主に対する雇用率達成指導、もう一つがハローワー

クにおきます就職支援に取り組んでおります。 

 現状でございますけれども、左下に棒グラフがございまして、こちら、雇用

障害者数と障害種別でございます。この白い色の部分が身体障害者で、今現在

雇用されている方は身体障害者の方が一番多いということになりますけれど

も、右の円グラフを見ていただきますと、こちらはハローワークに求職を申し

込まれる方や就職される方の障害種別になります。緑が精神障害者の方でし

て、実はハローワークをご利用される方の半分程度は精神障害者の方になって

おりますので、今後とも関係機関、支援機関と連携を深めて、精神障害者の方

の就職促進に努めてまいりたいと考えてございます。 

 続きまして高齢者の関係が３２ページになりますけれども、こちらは柱とし

ましては、１つには高年齢者雇用確保措置、高年齢者雇用安定法で定められて

おります確保措置の完全実施に向けた取り組み、それから、もう一つが生涯現

役社会、年齢にかかわらず働ける生涯現役社会の実現に向けた取り組みでござ

います。 

 現状といたしましては、法律で義務となっております６５歳までの雇用確保

措置の実施企業の割合は９９.９％ということで、未実施企業は１桁になってお

りますが、こちらは１００％を目指して取り組んでまいります。 

 それから、もう一つの生涯現役社会の方ですけれども、現在、７０歳以上ま

で働ける企業が全体の、２５.５％になってございます。 
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 下半期におきましても、ハローワークにおける就職支援、それから就職面接

会、セミナーなどによりまして、就職の促進、それから事業主の方への普及啓

発に努めてまいりたいと考えてございます。 

 それから、３３ページをごらんいただきますと、ハローワークのセーフティ

ネットとしての機能の強化ということで、２７年度からですけれども、ハロー

ワークのマッチング機能の強化を図るための取り組みといたしまして、ＰＤＣ

Ａによる業務改善に取り組んでおります。こちら、項目がございますけれども、

こういったそれぞれの項目、指標ごとに目標値を立てて毎年取り組んでいると

ころでございます。 

 実績値が載ってございますけれども、８月までの数字になっておりますが、

９月末時点で大体年間目標の５０％前後ということで、５０％を超えている項

目と超えていない項目がございますので、年度終わりまでに目標達成に向けて

取り組んでいきたいと考えてございます。 

 それから、最後になりますけれども、３４ページでございます。 

 人材育成業務の推進ということで、こちらは職業訓練の関係になりますけれ

ども、労働局、県、ポリテクセンターが、それぞれ訓練を取り組んでいるとい

うところでございます。訓練実施主体が複数ございますので、訓練計画の策定

段階から密接な連携を図っているところでございます。 

 また、訓練受講者の就職支援につきましても、訓練終了前からハローワーク

と訓練機関が連携をして、支援に取り組んでいるところでございます。 

 それから、ジョブ・カードにつきましても、ジョブ・カードセンターと連携

をいたしまして、普及促進に取り組んでおりまして、取得者数は着実に増えて

いるところでございます。 

 下半期でございますけれども、引き続き関係機関との連携強化に取り組む

他、企業が自ら職業訓練を行う、人材育成を支援するために助成金がございま

す。人材開発支援助成金、キャリアアップ助成金等がございますので、そちら

の周知、活用促進にも取り組んでまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

牧       

需給調整事業部長 

 需給調整事業部の牧でございます。私も着座してご説明させていただきま

す。 

 資料は３５ページになります。 

 民間等の労働力需給調整事業に係る対策でございます。平成２７年９月３０

日に派遣法が改正された訳でございますが、この際、特定労働者派遣事業につ

きましては廃止をされまして、許可制度に一本化されました。３年間の経過措

置がございますが、それ以降事業を行うためには許可が必要ということになり

ます。この特定労働者派遣事業に早期の許可申請を勧奨しているところでござ

いますが、まだまだかなりの数が残っておるということでございます。この特



17 

  

定派遣事業者には許可申請手続、要件、こういったものを周知する説明会を開

催しているところでございます。 

 下期におきましても、特定労働者派遣事業者に関する意向調査、説明会の回

数の増加、派遣先への特定派遣についての経過措置の周知、こういったものを

進めてまいりまして、引き続き周知を図って、許可申請の厳格な審査を行って

まいりたいと考えております。 

 続きまして、３６ページでございます。 

 労働者派遣事業等に対する指導監督の関係でございますが、労働者派遣事

業、職業紹介事業につきましては計画的な指導監督を行ってまいります。 

 平成２９年度上半期の実績といたしましては、労働者派遣事業につきまして

は４５４件、職業紹介事業につきましては７１件の指導監督をしてまいりまし

た。 

 下半期につきましても、引き続き計画的な指導監督をしてまいりたいと考え

てございます。 

 次に、法制度の周知でございますが、定期的に労働局内で開催する説明会の

他、大規模研修会として派遣元、派遣先事業所を対象といたしまして、１０月

１０日、１８日に派遣請負事業の適正化に向けた研修会を開催いたしました。

また、平成２９年３月３１日に公布されました改正職業安定法関係の説明会に

つきましては、職業紹介事業者、募集情報等提供事業者等を対象といたしまし

て、１０月１８日に開催したところでございます。 

 引き続き、職業安定法につきましても、ハローワークと連携しながら広く周

知をしていくということで考えてございます。 

 以上でございます。 

福岡      

総務部長 

 総務部長の福岡と申します。大変説明が長くなっておりますけれども、これ

が最後でございますので、資料の３７ページをごらんいただきたいと思いま

す。 

 労働保険制度の円滑適正な運営ということで、労災保険、雇用保険の適用促

進と保険料の適正徴収ということを、取り組みとして行っております。大体２

大柱で取り組んでおりますけれども、枠囲みにございますとおり、労働保険の

未手続事業の一掃対策と、労働保険料の適正徴収でございます。 

 未手続事業の一掃対策につきましては、１つ目にございますとおり、未手続

事業場に対して加入勧奨をしっかり推進していくということでございます。 

 適正徴収の方につきましては、一番最初にありますとおり、年度更新業務の

円滑な実施と、最後から２つ目にありますとおり、滞納事業場に対して積極的

に納付督励を行うことを取り組んでいるところでございます。 

 下半期に向けた取り組みでございますけれども、この未手続一掃事業対策

は、特に１１月を適用促進強化期間にしているということで、年度後半に取り
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組みが本格化されます。また、右の枠囲みの労働保険料の適正徴収につきまし

ては、労働保険料をきちんと算定しているかという調査を行うとともに、引き

続き滞納事業場に対する実効ある滞納整理を実施していくことを考えている

ところでございます。 

 以上でございます。 

熊田会長 ありがとうございました。 

 多岐にわたって最重点課題の上半期の取組状況と下半期に向けた取組につ

いてご説明いただきました。 

 これより審議に入りたいと思いますが、せっかくですのでご質問、ご意見が

あれば頂戴したいと思います。 

清水委員 はい。 

熊田会長 清水委員、お願いいたします。 

清水委員 ３点ほどお聞かせいただきたいことがありまして、１点目は、これは上半期

というよりは、本来、行政運営方針が出たときに聞くべきことだったと思うん

ですけれども、５ページのところ、非正規対策に関する課題のところで、目標

の中に、待遇改善に向けて地方公共団体との連携を図りながらという記述があ

るんですが、ここのイメージがなかなかしにくくて、ただ、愛知県、都道府県

は何となく労働行政の部局もありますので、イメージできるところもあるんで

すけど、市町村がこの課題について役割が果たせるようなことが現実にあるの

かどうかということをお聞かせいただいて、ひょっとしたら２８ページの、今

まで推進してきた地方公共団体との一体推進のところ、２８ページに記載して

ある、ここの中にそういったことの相談を受けておるのかなということを想像

しながら、ただ、あまりイメージできないのでお聞かせいただけたらと思って

います。 

 それから、２点目は、２６ページに記載の、これまた非正規雇用の問題のと

ころで、左の囲みの一番下に非正規雇用労働者待遇改善支援センターという記

載があるんですけれども、イメージからすると、これが労働局の中の組織的な

ものなのかなと思いつつも、ちょっと聞いたところによりますと、これは事業

者の方に業務を委託して推進されているということだと思いまして、その認識

でよろしいかということと、もしそうであるならば、委託というのは包括的な

委託なのか、つまり、センターの運営からメニューですとかいろんな事業も事

業者の方から提案を受けた形でそういう実施をされておるのか、それとも、運

営委託のような形で、労働局さんのほうが何らかの、これとこれでやってくだ

さいみたいなことの委託なのかということをお聞かせいただきたいというこ

とと、具体的にこのセンターの事業で好事例といいますか、効果的なことがあ

った事例がもしあればお聞かせをいただきたいと思っています。 

 最後に、３６ページの労働者派遣の関係で、私も自治体の出身なもんですか



19 

  

ら、１０年ほど前から集中改革プラン等々で市役所の機能も人員も削減された

中で、派遣労働者を受け入れる業務が増えてきたんですけれども、その際に、

その当時は、結構自治体も労働局さんから、いろいろな労働条件について、労

働基準監督署さんから指導なりを受けた例が自治体でもあったわけです。本

来、法令を遵守せないかんような自治体でもそういった指導を受けた例が数多

くあったんですけれども、最近に自治体の方にこういった指導をされた例があ

るかどうかだけちょっとお聞かせいただきたいと思います。 

 以上です。 

熊田会長  最初が、目標のところのご質問でしたよね、３点ございましたけれども。 

清水委員 そうです。 

熊田会長  自治体との連携というところについて、具体的な内容というご質問だったと

思いますが。 

四方       

雇用環境・均等部長 

 地方公共団体、特に自治体ですね、市町村との連携のイメージというところ

ですけれども、市町村等と主に周知広報について連携、例えば、こういう内容

につきまして、広報紙等に掲載をしていただくとか、あるいは自治体の主催の

セミナー等で、私どもの方で話をさせていただくといったような、どちらかと

いうと周知広報を主としたものでございます。 

 それから、２点目でございますけれども、非正規センターの関係でございま

す。先ほども安定部長の方から申し上げましたように、これ、民間の企業に委

託をしておりますけれども、基本的には、私どもの方で仕様書ということで、

こういう事業をやっていただきたいというような内容のものを提示いたしま

して、それについて手を挙げていただいたところから、企画競争入札という入

札をするというようなことでご提案をいただいたところで金額的なもの、ある

いは内容的なものを総合的に勘案して、選ばせていただいているというような

状況でございます。 

 今、お問い合わせのいただきました効果的なものということにつきまして

は、本年５月から本格的にやっておりまして、まだちょっと周知が十分できて

いないところもございますので、効果的なといいますと、まだ私どもも把握し

ているところはないんですけれども、これからどしどしと力を入れて周知し、

今おっしゃったような、何か効果的なものが把握できないかということを考え

ているところでございます。 

牧       

需給調整事業部長 

地方自治体への労働者派遣についての指導、監督は最近どうですかというご

質問でございますが、今年度は私の記憶では無かったと思います。ただ、いろ

んな苦情ですとか申告事案ございましたら、私ども、すぐに取り扱います。事

案にもよりますけれども、関係の指導を行うことにしておりますので、ご承知

おきいただけたらと思います。 

熊田会長 よろしかったでしょうか。 
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清水委員 はい、ありがとうございます。 

熊田会長 ほかに何かご質問、ご意見あればお聞かせいただきたいんですけれども。 

柴田委員  はい。 

熊田会長 柴田委員、お願いいたします。 

柴田委員  ２０ページ及び２１ページですか、先ほどのご報告にも強調されておりまし

たけれども、小売業、飲食店、こういうサービス業の小規模事業場で労災が多

いということと、それから、２１ページを見ると、化学物質による健康障害防

止対策のところで、飲食店等における一酸化炭素中毒の多発ということがあっ

て、どこも飲食店、サービス業、小売店、ここの労災問題というのは３年前ぐ

らいからかなり深刻であるということが言われていて、多分、原因は産業医が

いないとか、産業保健専門職の目が入らないということが大きいと思うんです

ね。しかも、小規模事業場で、実際、実働部隊はアルバイトが主体であるとい

うことで、非常に管理がしにくい。確かにここに、２０ページに、局長等から

災害の多い多店舗展開企業の本社等に指導をされたということでありますけ

れども、これはもちろん大事なんですが、例えば商工会、商工会議所とか、あ

るいは商店街単位で注意喚起をするとか、そういう取組も今後やっていただけ

るとより効果的ではないかと思っております。その点、よろしくお願いをいた

したいと思います。 

小城 

労働基準部長 

 ありがとうございます。 

 今お話しのとおり、対象が広いということと、もう一つは産業保健スタッフ

がいない、もしくは、そういうスタッフを配置しようとしても、それだけの余

力もないという状況の中で、なかなか対策が進んでいかないという状況はござ

います。 

 したがって、例えば飲食店なんかで言えば、保健所における講習会等を通じ

た指導をやるとか、そういったことも組み合わせながらやってまいっておりま

すので、今、ご指摘を踏まえまして、商店街等もさらに徹底していきたいと思

ってございます。 

今原委員 はい。 

熊田会長  今原委員、お願いいたします。 

今原委員  今原でございます。 

 今の災害といいますか、労働災害について、ちょっと関連でお話を伺いたい

んですけれども、これは、先ほどもございましたように、トータルで若干増え

ているといいますか、数字としてはあまりよくない数字になっていますが、分

析はいろいろされていると思うんですけれども、なぜかという部分、もちろん

業種別によっていろんな事情があると思うんですけれども、そこら辺のところ

で、例えば僕なんか考えるのは、今、人材難で非常に人手不足であるとか、要

するに、どこの職場も人手がかなり厳しいので、こういうことも起きているん
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じゃないかということも含めた分析といいますか、なぜこういうことになって

いるのかというのをちょっと教えていただければ。 

小城 

労働基準部長 

明確なエビデンスがまだあるという訳ではありませんけれども、今ご指摘の

ように、業況が活発化している中で人手不足が起きていると、そういう中で、

本来、作業手順として踏むべきものを省略して作業せざるを得ないというよう

な中で起きているというのも相当数ございます。そういった中で、死亡災害が

この２９年度前半、連続して発生したことから、５月に注意喚起をさせていた

だいたところでございます。 

 それから、一昨年の審議会の場でご指摘があったかと思いますが、高年齢化

しているんではないかと、それが影響していないかということで、そういう目

で見ましたときに、社会福祉施設でも災害は増加している訳でございます。労

働者の母数が増えているのはもちろんなんですが、それと災害に遭っている方

たちの年齢を見ますと、５０歳以上の方たちで８割を占めているというような

状況もございます。おそらくこういった要因がいろいろと重なって災害がこう

いう増加の基調になっているのかと思ってございます。 

熊田会長  ほかに何かあれば、多岐にわたってご説明ですので、それぞれご関心のある

分野があろうかと思うんですけれども、いかがでしょうか。 

三島委員  はい。 

熊田会長  三島委員、お願いいたします。 

三島委員  労働者委員の三島でございます。 

 少し多岐にわたる話で飛んでしまいますが、よろしくお願いしたいと思いま

す。 

 まず最初に、障害者雇用について極めて問題認識を、先ほどの説明で、雇用

率が全国４６位、達成率も全国４４位ということでございますので、まさしく

この愛知、恥ずべきことだなということ、同時に、全体で底上げをしているも

んですから、結果的には伸びつつもまだこの順位だということでいけば、もう

１ランクというか、もう一つ上の取組をしない限り、このことは解消されない

のではないかと思いますし、来年４月以降、さらに２.２になるということでい

けば、さらにこの状況は拡大するのではないかという危惧をさせていただきま

したので、ぜひ、もう少し、荒療治というと大変失礼なんですが、例えば、公

契約における未達成企業は入札に参加できないとか、あるいは、やっぱり達成

している企業についてはさらに加点が増えるとか、もう一つ刺激的な施策をし

ない限り、従来同様の未達成企業への訪問だとか、あるいはハローワークを通

じた就労支援などということから、もう一つ何かお知恵を出さないと加速でき

ないのではないかなと痛感をしましたので、たまたま少し入札の資格などでの

ことを申し上げましたが、少しそういった公契約における入札なども活用いた

だけないかと思いましたし、その意味でいくと、えるぼしやくるみんやあるい
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はユースエールや若者認定企業などもあると思うのですが、それぞれのそうい

った認定を加速させる意味でも、入札資格の中に、あるいは加点の中にそうい

った有資格者企業をさらに優遇するようなことを仕組みとして入れる中で、皆

さんがそういった認定企業になることで入札で加点をされ、公共事業が入札で

きるような仕組みなども一考いただけるとありがたいなということで、これは

愛知県におけると公契約条例に入っていますが、今、市町もどんどん、豊橋市

や碧南なども入りましたが、少し、もしよければ市町村のところとも、あるい

は県とも連携していただいて、そういった資格が県の中にも少し付け加えてい

ただけるとさらに全体で加速できるのではないかなということで、契約当事者

ではないので、なかなか県の契約の中に盛り込めないかもしれませんが、ぜひ

市町村や自治体との連携という中でいくと、そんなことも少しご検討いただき

ながら、加速化できるような仕組みの検討をいただけないかと少し思いまし

た。 

 ２つ目に、若者の就労と若者のブラックバイトの関係で、まだまだ若者のブ

ラックバイトあるいはその学生の皆さんが使い捨てにされているというよう

な話も聞きますし、そのことがその後の若者の就労や働き方に影響すると思う

ものですから、ぜひ、長時間労働などもございますが、ぜひブラックバイトな

どを含めて、長時間労働のみならず、時間外労働に手当が付かないとか、休日

に出ても手当がつかないとか、いろいろ若者自身がワークルールを知らないと

いうことでの泣き寝入りもあるとは思うのですが、ぜひそういった使い捨てに

されている若者の実態にも着目された指導やそういった施策や、企業に対する

いろんな対応などもお願い申し上げて、若者のブラックバイトなどの状況も未

だに消えていないと聞きますので、是非そういったところも少し切り口のメニ

ューとして付け加えていただけれないかと思うことと同時に、若者に対して引

き続き、特に大学の皆さんと連携しながら、働く上でのルールだとか、そうい

ったワークルールを教えるような機会も、引き続き大学の皆さんと連携しなが

ら、学生の皆さんに教えていただけるような取組を進めていただけるとありが

たいと思うところでございます。 

 以上でございます。 

横山委員  よろしいですか。 

熊田会長  未だ、ご意見へのお答えがございますので、その後お願いいたします。 

平川 

職業安定部長 

 障害者雇用の関係、まさにおっしゃっていただいたとおりで、我々も非常に

危機感を持っております。これは、愛知県の方もおそらく危機感を共有させて

いただいていると思っておりますので、県全体で進めていけるような形で取り

組んでいきたいと考えております。 

 それで、障害者の雇用の促進ですけれども、２本柱と申しまして、事業主の

方に対する指導と、あと、ハローワークにおける支援ということでございまし
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て、なかなかそれだとらちが明かないというお話もございましたけれども、実

は、確かに障害者雇用率は、大きいところ、東京ですとか神奈川ですとか、愛

知もそうですし、大阪などが結構、全国の中では下の方にあるという傾向はご

ざいますけれども、実は年によって順位が結構変わりまして、全国最下位だっ

た県がぐっと上がって、今２０位ぐらいになっているといったこともございま

すので、そういった地道な取り組みでも上げていけるのではないかなと思って

おりますので、そちらの方も頑張っていきたいと思っております。 

四方       

雇用環境・均等部長 

 えるぼし、くるみん等の認定について、優遇される取り組みをということで

ございます。まさに委員おっしゃるとおりでございまして、例えば、国の公共

調達では、３００人以下の企業について、女性活躍推進法の届け出を行うこと

により公共調達の加点対象になるということになっております。こういう仕組

み、今、国の方では開始をされておりますけれども、県下の自治体にも広がる

ようにということで、今、私どもも、愛知県さんとも連携して取り組んでいる

ところでございます。そのあたり、より一層加速化できないかということで、

今、取り組んでいるところでございますので、皆様方につきましても、ぜひご

承知と、また、ご理解、ご協力をお願いしたいと考えているところでございま

す。 

小城 

労働基準部長 

 私からブラックバイトの件で１つ申し上げます。 

 若者使い捨て企業につきましては、未だ後を絶たないという状況がございま

す。そういう中で、特に学生、中、高の学生の方々が労働ルールを知らないと

いうことがありますので、職業安定部が中心となって出前授業をやってござい

ますけど、そういった中で、労働基準法等の基本ルールも教えていくというよ

うなことをやってございます。 

 また、１１月でございますけれども、長時間労働の撲滅を目的とした重点監

督を実施しますが、それとは別に、いわゆる若者使い捨て企業を対象にしまし

て、監督署とハローワークで合同の立ち入り指導も予定しているところでござ

います。 

 １１月１０日でございますけど、これは本省でございますけれども、こうい

った働き方のルールを若い人たちにも馴染んでもらおうということで、学習プ

ログラムをウエブに立ち上げてございます。本日、ちょっと資料を持って参っ

ておりませんけれども、また後日、先生方にもご案内したいと思いますが、そ

ういったようないろんなツールを提供しながら、まずは労働者の方々にルール

を知っていただこうと、その上で事業主にも当然、それを波及させていこうと

いうような形で考えてございます。 

 以上です。 

熊田会長   それでは、横山委員、お願いいたします。 

横山委員  私の質問は、今の障害者の雇用率のことと関連してちょっと聞きたかったの
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ですけどね。事業規模別でいうとどういうふうになっているんでしょうかね。

この辺が、一般的に全体としてこうだというのは分かるのですけど、もう少し、

企業別でどうなっていて、どこに問題があるのかというのはちょっと見えてこ

ないような気がしたので、そこをまず聞きたいのですけど。 

平川 

職業安定部長 

 障害者の雇用率、本日の資料には付けておりませんけれども、規模別で見ま

すと、実は、１,０００人以上の企業さんでは、雇用率は既に達成をしておりま

して、２％を超えております。全国的に企業規模が大きい方が雇用率が高いん

ですけれど、愛知は特にその傾向が強くなっておりまして、３００人以下、２

００人以下といったところが全国よりも雇用率が低くて、１,０００人以上のと

ころが全国よりも雇用率が高いという状況になっておりますので、問題認識と

しましては、やはり小さいところがなかなか大変ということで雇用が進んでい

ないというのが、全国の中でも愛知の特徴と考えております。ですので、今後

は、雇用率の達成指導ですとか、あるいは支援の方も、中小企業さんの方に重

点を置いてやっていきたいと考えております。 

横山委員  その原因というのはどういうふうに労働局として考えておられるのですか。

つまり、中小企業は、愛知県は他の県と比べて中小企業のところで達成率が非

常に低いと、その原因はどんなふうに考えられていますか。 

平川 

職業安定部長 

 歴史といいますか、これまでの経過もある話だと思いますので、なかなかこ

れというのもないのですけれども、おそらく愛知県は１,０００人以上の、特に

大企業さんが多いですので、そういったところで、多分、大変頑張ってこられ

たというところがまずはあったのであろうと思います。 

 その中で、中小企業の方まで我々ハローワークの方も、なかなか数が多いで

すので全部指導を回り切れなかったところがあったのではないかと思います。 

 以前ですと、障害者の雇用というのは、中小企業さんがむしろ高かった訳で

すけれども、特例子会社制度などもできまして、大企業での雇用率が進んでき

たという中で、愛知はそこの部分がかなり進んで、中小企業の方がむしろ出遅

れたという状況なのかと思っております。 

横山委員  よろしいですか。 

 その中小企業のところで、全国の他の県と比べても厳しいのはどうしてなの

か。おそらく一般的には、どこでも中小企業は厳しいと思うんですよね。だけ

ど、愛知県というのは比較的工業県で、他の地域と比べると比較的豊かな県な

訳ですよね。そこで、ほかの貧しい県という言い方はいけないのかもしれませ

んが、相対的にはより豊かな県の方が、どうして中小企業のところで遅れてい

るのかと。それは、もう少しその辺、労働局としてはどういうふうに考えてお

られるのか、ちょっと聞きたいんですね。 

平川 

職業安定部長 

 障害者の雇用の状況につきましては、実は、各県ごとでおそらくいろんな様

相がございまして、例えば、中小企業ですごく障害者雇用に熱心な社長さんが
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１人おられると、その影響で広がっていくということも実際あったりします。

なので、県ごとで見ますと、それぞれ経緯によって水準が異なるということに

なっているかと思います。なので、愛知の方はそういった形でなかなか中小企

業の方で広がりが無かったということかと思っております。豊かか豊かでない

かというのと、障害者雇用率というのはそれほど実はリンクしていないとも思

っておりますので、理解がある事業主さんがいて、皆さん方がそういう雰囲気

に、周りでたくさん雇われていれば、それがスタンダードになって広がってい

くということですので、そういったことで雇用の裾野を広げていかなければな

らないなと思っているところです。 

熊田会長  今のお話を聞いていて思ったのですけど、障害者の方の雇用というのは、基

本的にはやはり障害者の方の自立支援という観点で多分取り組むということ

だと思うのですけど、障害者の方の自立支援だと、大体、例えば県とか市の社

会福祉協議会が様々な形で支援に関与しているということがあると思うので

すけれども、やっぱり中小企業の方、色々あるんですけど、今言ったように、

すごく熱心な方でなければ、どのように教えていいかとか、そういったことが

分からないとかあるとすると、例えば名古屋市であれば各区に社会福祉協議会

がありますし、県もありますので、そういったところと連携というか、とって、

本当に雇用というよりは自立支援という観点で取り組まれてはいかがかなと

思ったのですけど、いかがでしょうか。 

平川 

職業安定部長 

 障害者の雇用に関しましては、福祉と雇用の連携ということで、もうかれこ

れ十数年ぐらい言っていることになりますけれども、特に精神障害者の方にな

りますと、福祉との連携が欠かせないことになります。働き始めてからの生活

支援などが絶対欠かせないということになりますし、あとは最近ですと、一般

企業ではなくて、以前であれば授産施設、今、就労支援継続支援事業のＡ型で

すとかＢ型という施設がございますけれども、授産施設などで働いていた方々

も一般雇用、一般企業で働くようになってきております。その時に、やはり福

祉関係の方の支援は欠かせないということで、例えば就業・生活支援センター

というのが県内にございまして、そちら、社会福祉法人ですとかＮＰＯにやっ

ていただいておりますし、あるいは福祉系でも、就労移行支援事業ということ

で、福祉サービスの中で一般雇用を促進するというサービスがございます。そ

ういったところと連携して、福祉の世界で働いておられる方で、一般就労、民

間企業で働くことを希望されている方につきまして、ハローワークがそういっ

た機関と連携をして、まさにおっしゃったとおりで進めているところでござい

ますし、これからますます進めていかなければならないと考えているところで

す。 

石川委員  はい。 

熊田会長  石川委員、お願いいたします。 
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石川委員 中小企業団体中央会の石川でございます。 

 今、中小企業の取組ということで色々お話が始まっておりまして、やはり数

的には、ご存じのように９９.７％中小企業と言われておりますし、やはりこう

いう各種の取組が広がるため、中小企業の方で裾野を広げていかないと進まな

いということを実感しておりまして、今、障害者雇用の話がありましたが、私

ども中央会も、やはり自主的にこういうことを取り組んで始めないといけない

ということで、今月また組合の役員、役員さんと言うたら大体企業のトップ、

中小企業の方が来ているのですが、そこで自主的に障害者雇用、高齢者、女性

の活躍等を含めましてセミナーとかパネルディスカッションをやろうとして

おりまして、障害者雇用も、先ほどありましたけど、伝統的に非常に中小企業、

零細事業主の方で取り組んでいるところもあります。そういうところは、家族

的に来ていただいて、これが１０年、２０年、永年勤続すると、非常に本人も

ご家族も本当に励みになるということで、継続してやっているところもありま

すし、そういうところはやはりサービス業とか、そういう部門があるので、い

ろんな生産現場とかいろんなところで裾野を広げていくような取り組みに出

来ればいいなということで、取り組みを始めていきたいと思っています。 

 ちょっと紹介ですけれども、以上です。 

熊田会長  あとはよろしいでしょうか。いかがですか。 

小野委員  はい。 

熊田会長  小野委員、お願いいたします。 

小野委員  ２６ページに関連することでちょっとお伺いをします。 

 今、愛知県の基幹産業である自動車、ここの部分で季節労働者を正社員には

しないんだということ、それが非常に高い率で正社員率を防いでいくというこ

とが、今、新聞でも報道されていますけれども、こういうことについて、行政

として、そもそもそういう事実があって、それに対しての対応をしなきゃいけ

ないと考えておられるのか、もしそうだとすると、この２６ページで、いろん

な非正規労働の正社員転換について云々かんぬんっていろんな対策あります

けれども、これをそういう自動車という大企業に対してどのように実施をして

いくということなのか、ちょっとお聞きしたいと思います。 

木暮 

愛知労働局長 

 まず、労働局で把握しているところにおきましては、現行法の、我々労働局

は法を施行するという機関でございまして、政策をつくる機関ではございませ

んので、法律違反があるかないかという観点で見たところでは、法律違反の状

態があるとは認識しておりません。 

 当然、法律を施行する時には、５年ルールというのがあった時に、じゃ、辞

めて１０年経ってから通算するかというと、どこかでやはり、法施行上は、最

低限クーリング期間というのがないと実際の運用が出来ないというのがござ

いますけれども、要するに、政策的に６カ月をクーリング期間というふうに、
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法施行の段階で定めたわけですね。それで、もう当然、企業は法律を守るため

ということでそういう対応をされたわけですから、あとはむしろ本省からの指

示を受けて、今、実態調査をしておりますので、その事実の状況を霞ヶ関なり、

あるいは政治の世界でどのように受け留めて対応するのかという、今は段階だ

と認識をしております。 

熊田会長  あとはよろしいでしょうか。 

山本（衛）委員  はい。 

熊田会長  山本委員、お願いいたします。 

山本（衛）委員  山本でございます。 

 私も、障害者雇用の部分には大変問題意識を持っておりまして、今、実際の

達成率が５割を満たない状況でまた法定雇用率が上がるという環境でござい

まして、世の中の環境としては、今までは各部署、部門から単純作業を集約し

て、障害者の方にお願いしていたところがあるんですが、環境としてＡＩだと

かＩｏＴの進化とともに、そういった作業が減っていくという状況があろうか

と思います。ということで非常に懸念をしている訳なのですが、特に中小企業

で、先ほども経営者の思いに期待するというようなところがあったのですが、

それだけだとなかなか愛知県の順位が上がっていかないかなと。何か経済の仕

組みに乗せるような、例えば中小の頑張って雇用をしている企業と新たに取引

を始めるとか、ある一定程度の金額の取引があれば、それを発注元の企業の何

かポイントに加算が出来るような仕組みでもあればいいのになと、そのような

ことを考えております。 

 あと、それから女性活躍は、ここ数年で随分と、皆様の働きによりというこ

とだと思いますが、活躍が進んでいると思います。なかなか経営者のご理解は

得られにくいアイデアではございますけれども、ちょっと側面から考えて、男

性の会社以外での活躍推進みたいな考え方ってないのかなと。いわゆる地域社

会とか教育面といったあたりの男性の活躍を犠牲にして、今の企業が成長して

きたのかなという部分がございます。それに伴って、女性活躍が進んでこなか

ったという背景があるのかなということを考えますと、ちょっと反対側から見

ると、そういった地域社会とか、いわゆる企業を離れた男性活躍推進みたいな

考え方はないのかなというようなことをちょっと考えております。 

 私からは以上です。 

平川 

職業安定部長 

 まず、障害者の関係でございます。 

 まさにおっしゃっていただいたとおりでして、以前は仕事を切り出して集

め、例えばシュレッダーをかけるとか、そういった仕事を切り出してというこ

とでやっておりまして、おそらく知的障害者の方のイメージが一番ぴったりく

るのではないかなと思いますけれども、ただ、最近は精神障害の方、発達障害

の方も増えておりますし、仕事もＩＴ化が進んでくる中で、また色々工夫がで
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きる余地もあるのではないかと思います。そのあたりは、本当に中小の場合で

すとノウハウが無かったりということですので、ハローワークだけではなく

て、先ほど申し上げました就業・生活支援センターですとか、あるいは福祉系

の就労移行支援事業所、それから地域障害者職業センター、専門の支援機関が

いっぱいございますので、そちらと連携をして支援を行っていきたいと思って

おります。 

 あとは、発注をすると雇用率にというお話は、以前から国の方でも色々、経

済団体さんなどからも国の方にご要望はいただいていたと思います。 

四方      

雇用環境・均等部長 

 男性の地域等での活躍、まさにおっしゃるとおりでございまして、それこそ

男性も含めた働き方改革だと思います。 

 私どもも、年に数回、仕事休もっ化計画ということで、例えば年次有給休暇

を計画的に取得して、その間、その年次有給休暇を利用して地域での活躍であ

るとか、そういうこともお勧めをしているところでもありますし、あと、地域

のいわゆるお祭りであるとか、そういう行事のときに休めるような取組という

のも、愛知県ではないのですけれども、県によってはそういうこともやってい

るところもございます。 

 私どもとしては、やはり、今おっしゃるようなそういう年次有給休暇を取得

することで、男性方が地域で活躍できるような、そういう取り組みをしていき

たいと考えております。 

熊田会長  あとはよろしかったでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、次の議題３に移らせていただきます。 

 実践型地域雇用創造事業ということで、平川職業安定部長さんよりご説明い

ただきます。よろしくお願いいたします。 

平川 

職業安定部長 

 実践型地域雇用創造事業のご説明をさせていただきます。 

 資料ですけれども、横のオレンジ色で実践型地域雇用創造事業というところ

に帯があるこちらになります。 

 これまでの審議会でもご説明を差し上げていたのかもしれませんけれども、

改めてこの事業の概要をご説明させていただきたいと思います。 

 こちら、実践型地域雇用創造事業ですけれども、市町村が、地域の関係機関

から構成されます協議会、地域雇用創造協議会をまず立ち上げていただきまし

て、そこでそれぞれの地域の雇用対策に資する事業を企画していただきまし

て、その企画書を国のほうに提案をしていただいて、それが国の方の評価委員

会で採択をされますと、国から協議会に対して事業の実施が委託されるという

事業でございます。この図でいきますと、左のあたりの実施スキームといった

ところがそういった流れになっております。 

 愛知県におきましては、平成２６年の１２月から今年の３月までですけれど

も、奥三河地域におきましてこの事業が実施されておりました。これまで審議
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会で毎回実施状況についてご説明をさせていただいておりますし、今年の３月

の審議会で、一応この事業、３月まででしたので、そこまでの状況ということ

で、一旦ご報告をさせていただいております。 

 そこで、今般、新たに田原市の方から、国に対しましてこの事業の提案があ

りまして、１０月に国の方で採択をされまして、事業を実施することとなって

おりますので、今日はご説明をさせていただきたいという趣旨でございます。 

 １枚おめくりいただきますと、田原市での事業構想の図になっております。 

 字が多いですけれども、コンセプトといたしましては、田原市で農業や漁業

の担い手が不足をしてきております。それから、観光地もございますけれども、

なかなか消費に結びつかないという地域の課題がある中で、地域の雇用創出の

ために何をするかということで、地域資源であります農業、漁業、観光を重点

分野として雇用創出に取り組むという事業構想でございます。 

 具体的にはどういったことかと申しますと、この事業そのものが４つメニュ

ーがございまして、箱が横に並んでいて４段になっておりますが、上から３段

目にメニューが並んでおります。一番左に雇用拡大メニュー、それから人材育

成メニュー、就職促進メニュー、雇用創出実践メニューという形でそれぞれ取

り組んでいくことになっております。 

 まず、①の雇用拡大メニューというのは、事業主向けのメニューでございま

して、田原市の方では新商品開発セミナーですとか、あるいは観光事業参入セ

ミナーといった事業主向けのセミナーを企画されております。 

 それから、②の人材育成メニューというのは、仕事を探される求職者向けの

メニューとなっておりまして、食品加工技術養成セミナーですとか、あとは接

客、接遇セミナー等々といったセミナーが予定をされております。 

 それから、③の就職促進メニューというのは、就職面接会等のことで、こち

らも開催する予定になっております。 

 それから、④の雇用創出実践メニューというところがございまして、そちら

は、柱としては６次産業化による商品開発、地域の農産物、花とか菊等ですと

か海産物等を商品化するといったような商品開発、それから、体験型の観光プ

ログラムの開発に取り組むといったような内容になってございます。 

 本事業の実施期間は、本年の１２月１日から平成３２年の３月３１日という

ことになってございます。 

 この事業につきましても、引き続き本審議会におきましてご意見を伺ってま

いりたいと考えておりますので、本日ご説明をさせていただきました。よろし

くお願いいたします。 

熊田会長  ありがとうございました。 

 この件についてご質問、ご意見、ございますでしょうか。 

横山委員  はい。 
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熊田会長  横山委員、お願いいたします。 

横山委員   今回、これから色々案を作っていくのかもしれないのですけど、今、先ほ

ど議論になった障害者の雇用を拡大するという点で、これは独自の予算でやる

ものだから、例えば、今、先ほども議論が出ましたように、農業なんかでも非

常にロボットとか導入して、もっと障害者が働きやすいような客観的な条件と

いうのは広がってきている訳ですよね。そういうことは、入れることは不可能

なのですか。 

平川 

職業安定部長 

 企画書の段階では、既にこれで採択をいただいておりますけれども、今後、

運用していく中で、障害者の方でも一般の方でもそうですけれども、就職促進

を図っていくという事業ですので、内容的には工夫の余地もあるかとは思いま

すので、そちら、田原市の協議会の方にもそういったご意見があったというこ

とで伝えていきたいと思います。 

熊田会長  そのほかに、ご質問、ご意見があればお願いいたしたいと思いますが。 

 他にはございませんでしょうか。 

 無いようですので、それでは、この件については、ただいまご説明いただい

たことで進めていただくということでよろしかったでしょうか。 

 では、議題４、最低工賃の改正決定にかかる専門部会の設置等についてとい

うことで、小城労働基準部長さんからご説明をお願いいたします。 

小城 

労働基準部長 

 恐れ入ります。 

 資料は、議題の４、最低工賃の改正決定にかかる専門部会の設置等について

という縦の表がございますので、こちらをご準備いただければと思います。 

 まず、いわゆる最低工賃、これは家内労働、内職でございます。内職の方々

に係る家内労働の最低工賃を国において決定してございますけれども、このう

ち、愛知県車両電気配線装置製造業最低工賃、この改正決定について、９月７

日付で労働局長から愛知地方労働審議会長宛てに諮問をさせていただいてご

ざいます。 

 資料をめくっていただきまして、裏面に諮問の写しをつけさせてございまし

て、その諮問理由が次のページとなってございます。 

 諮問理由（要約版）とさせていただいてございますが、まず、１番の改正諮

問の根拠のところの第２パラグラフでございます。 

 この電気配線装置製造業最低工賃は、平成２４年に改正されて以来、改正が

ございません。工賃は、基本的には３年ごとに改正するとなってございまして、

前回は改正を見送ってございました。したがって、今回改正の必要があると判

断しましたので、諮問をさせていただいたところです。 

 ２番目のところに前回改正時からの景況等の推移と書いてございます。大き

く改正を必要とするという理由となるところでございますが、まず①のところ

で、通常労働者の現金給与総額、そういったものの指数が上昇していること、
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それから、２番目といたしまして、消費者物価指数も上昇をしているところ、

それから、④といたしまして、愛知県の最低賃金の改正推移を２３年から見ま

すと、地域別最低賃金で９５円、１２％増加、それから、電気機械器具製造業

の労働者に適用される地域別最低賃金、これにつきましても、２３年に比べて

５９円の増加となってございます。 

 また、最近の雇用情勢で見ますと、有効求人倍率は２３年度は１倍を下回っ

ておりましたが、現在は１.８倍の状態で推移をしていると、こういったような

状況となってございます。 

 おめくりいただきまして、３番目のところに車両電気配線装置製造業の最低

工賃を設定している局の状況でございますが、現在、愛知の他には静岡、三重、

岡山４局で設定してございます。 

 ちょっと文字が小さくて恐縮なのですが、３のところの最後の行でございま

す。三重と岩手の最低工賃は、現在、愛知局を上回っているという状況となっ

てございます。 

 なお、今回改正諮問をするに当たりまして、実態調査をしてございまして、

それは４番に概略を書いてございます。 

 第２パラグラフの２行目からでございますけれども、発注元からの単価は引

き下げられている状況があるというところでございまして、家内労働者に対す

る工賃は請け負っている事業者の方の努力で何とか維持していると、こういう

状況があると聞いてございます。 

 第３パラグラフの更にのところでございますけれども、具体的な作業工程は

いろんな業務を複合した業務で行っている状況がございまして、最後から２行

目のところですけれども、工賃単価は平均１６円９９銭となってございまし

て、１時間当たり工賃は平均すると４３５円というのが実態調査の結果から得

られたところとなってございます。 

 このような状況を踏まえまして、最低工賃につきましては、５番の結論のと

ころでございますけれども、家内労働法の第１３条におきまして、最低工賃に

係る一定の地域、同一の地域内におきまして、類似の業務に従事する通常の労

働者に適用される最低賃金との均衡を考慮して定めるとされておりまして、こ

ういったところからも、今般は最低賃金の改正決定について審議をいただくと

いうことが適当であると判断いたしましたので、諮問させていただいたところ

でございます。 

 一番最後のページのところに、参照条文をつけてございまして、本日お諮り

いただきたいところが３点ございます。 

 まず、１点でございますが、専門部会の設置についてということでございま

す。 

 家内労働法の第２１条、アンダーラインを引いているところでございます。
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第２１条第１項におきまして、審議会は、最低工賃の改正の決定について調査

審議を求められた時は、専門部会を置かなければならないとなってございま

す。つきましては、この規定に基づきまして、まず本審議会におきまして、愛

知県車両電気配線装置製造業最低工賃専門部会の設置についてお諮りをいた

だきたいというのがまず１点でございます。 

 ２点目といたしまして、設置をいただいた場合には、地方労働審議会令第７

条第４項がございます。ここで準用する前条の第８項というのは専決規定とな

ってございます。お手元の審議会令の第６条第８項のところにアンダーライン

を引かせていただいてございます。 

 専門部会の議決につきましては、その部会長が本審の委員である場合に限り

ましては、その議決をもって審議会の議決とすることができるとされてござい

ます。また、愛知地方労働審議会の運営規定第１０条におきましても、同様の

規定となってございます。 

 そこで、最低工賃専門部会が設置されまして、部会長に本審議会の委員から

選挙されましたときには、最低工賃専門部会の議決をもって本審議会の議決と

してよろしいかというのをお諮りいただきたいというのが２点目でございま

す。 

 ３点目でございますが、専門部会の廃止についてでございます。 

 同じく地方労働審議会令の第７条第３項、最低工賃専門部会は、その任務が

終了した時は審議会の議決により廃止するとなってございます。常設の部会で

はございませんので、その任務が終了した時には、審議会の議決によって廃止

するということが必要となってございますので、最低工賃専門部会の任務が終

了した時には、その時点で最低工賃専門部会を廃止すると、この以上の３点に

つきましてお諮りをいただきたいと思います。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

熊田会長  今、ご説明いただきましたように、車両電気配線装置製造業の最低工賃につ

いて、改正についての諮問が出ているということで、家内労働法、あるいは地

方労働審議令に基づいて、最低工賃の専門部会の設置、それから、部会での決

定を審議会の決定とするという専決事項についていかがかということと、それ

から、専門部会が諮問について答申いたしまして、任務が終わった場合には廃

止をすると、その３点について一括でご審議いただきたいと思います。 

 ご質問、ご意見がございましたらお願いいたします。よろしいですか。 

 では、ご意見がないということで、専門部会を設置するということで、よろ

しいでしょうか。 

 それから、設置した場合には、専門部会の決議をもって本審議会の議決とす

ると、これもよろしいでしょうか。 

 それから３点目です。専門部会につきましては、その任務が終了したとき、
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先ほどの専門部会で専決いたしましたときには廃止すると、この点についても

ご承認ということでよろしいでしょうか。 

 以上、３点ご承認いただきました。ありがとうございます。 

 専門部会の委員につきましては、先ほどご説明いただきました審議会令によ

りまして、会長が指名するということになっております。お手元に、今、専門

部会の委員の名簿（案）が事務局より配付されていると思います。皆様、お手

元に参りましたでしょうか。公益代表から３名、労働者代表さんから３名、使

用者代表さんから３名ということで、計９名で専門部会を構成したいと思いま

すが、よろしゅうございましょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

熊田会長  異議なく承認ということで、ありがとうございます。 

その他として、ご報告事項になりますけれども、本日、お手元の配布資料に、

平成２８年度愛知地方労働審議会の各部会の報告があります。家内労働部会、

港湾労働部会の報告書が入っておりますので、これはお手元に配付でご報告と

いうことにさせていただきたいと思います。 

 これについて、ご質問、ご意見をお聞きしたいと思いますが、何かございま

すでしょうか。 

 家内労働部会につきましては、今年の２月になって愛知毛織物業最低工賃、

家内労働の方が大変減ったということで、廃止の決定をしたというご報告でご

ざいます。それから、港湾労働部会の方も、やはり今年の２月に開催されたと

いうことで、そのご報告がございますが、今原委員さん、出席されていますが、

何かございますでしょうか。 

今原委員  いや、いいです。 

熊田会長  では、書面をもってご報告ということにさせていただきます。 

 よろしゅうございますでしょうか。 

 本日の審議事項、議題についてはこれで全て終了となります。あと、何か事

務局の方から連絡事項等がございましたら、よろしくお願いいたします。 

事務局 草野  本日の議事録につきましては、作成次第、会長を始め、本日選出された署名

委員２名の方に後ほどお届けに上がりますので、その際には署名方、よろしく

お願いしたいと思います。 

 その他、本日時間の関係で、ご説明出来ませんでしたが、封筒の中に各部の

資料をお付けさせていただいております。特に周知啓発に関わる部分のリーフ

レットを入れさせていただきましたので、またご参考にしていただければと思

います。 

 事務局の方からは、連絡事項について以上となります。よろしくお願いいた

します。 
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熊田会長  ありがとうございました。 

 それでは、以上をもちまして、平成２９年度第１回の愛知地方労働審議会を

閉会といたします。今日はどうもありがとうございました。 

 

 


